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平成２９年度の調査審議等の状況 

（平成２９年４月～平成３０年３月） 

Ⅰ 全体 

１ 諮問・答申件数 

平成２９年度の諮問件数は９８５件，答申件数は９６９件である。 

なお，平成１３年度から平成２９年度までの総諮問件数は１５，０６５件，総答申

件数は１４，００５件であり，平成２９年度末時点で審議中の件数は５１１件である。 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計

［平成２９年度］ （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ７０２ ６４７ １８ 

個人情報保護 ２８３ ３２２ ７ 

合  計 ９８５ ９６９ ２５ 

［平成２９年度］ （単位：件） 

諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ８１３ ７９８ ２１ 

独立行政法人等 １７２ １７１ ４ 

合  計 ９８５ ９６９ ２５ 

［平成１３年度～平成２９年度］ （単位：件） 

諮問件数 

（a） 

答申件数 

（b） 

取下件数 

（c） 

審議中の件数 

（平成２９年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １３，１７４ １２，２７８ ４３８ ４５８ 

独立行政法人等 １，８９１ １，７２７ １１１ ５３ 

合  計 １５，０６５ １４，００５ ５４９ ５１１ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

１－１ 中間答申 

平成２９年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規

定に基づく中間答申の実績はなかった。 

１－２ 取下げ 

平成２９年度における諮問事件の取下げは，合計で２５件であり，その内訳は以下

のとおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 １５件 ３件 １８件 

個人情報保護 ６件 １件 ７件 

合計 ２１件 ４件 ２５件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ９件  

審査会意見通知 ７件  

全部開示 ４件  

改めて開示決定等を実施 ３件  

却下 １件  

その他 １件  

合計 ２５件  

 

２ 答申結果の分類 

平成２９年度に出された答申件数（９６９件）のうち，諮問庁の判断は妥当でない

としたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２３８件（２４．６％）である。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

４１件 

（６．３％） 

１０件 

（３．１％） 

５１件 

（５．３％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１０３件 

（１５．９％） 

８４件 

（２６．１％） 

１８７件 

（１９．３％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
２３８件 

（２４．６％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

５０３件 

（７７．７％） 

２２８件 

（７０．８％） 

７３１件 

（７５．４％） 

合計 
６４７件 

（１００％） 

３２２件 

（１００％） 

９６９件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 

情報公開      個人情報保護      合計 

    

41
6.3
%

103
15.9

%

503
77.7

%

647

10
3.1
%

84
26.1

%

228
70.8

%

322

51
5.3% 187

19.3%

731
75.4%

969
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３ 平均処理期間・審議回数 

平成２９年度の答申（９６９件）について，平均処理期間は２３５．１日，平均審

議回数は２．６回であり，最短の事件では３７日で処理が終了しており（平成２９年度

（行情）答申第５５１号），最長の事件では１，１０２日かかっている（平成２９年度（独

個）答申第５３号及び第５４号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は６か月以内で答申を出し

ており，全体の約３分の２は９か月以内に答申を出している。 

0

55

177

119
103

86
58

43 52 41 28 18 30
54 44

61

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

（
件
数
）

（所要日数）

答申所要日数

 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２９年度の答申（９６９件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）平成２９年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を

地方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 

５ インカメラ 

平成２９年度の答申（９６９件）についてみると，対象文書又は対象保有個人情報

を見分したとの記載があるのは４８９件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された個

人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２９年度の答申（９６９件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人情報

保護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデック

ス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 １８８ ４５ ２３３ 

存否応答拒否事件 ５８ ８ ６６ 

文書等の特定を争う事件 ９１ ２７ １１８ 

逆ＦＯＩＡ事件 ４ ０ ４ 

行政文書等非該当事件 ２ ４ ６ 

適用除外事件 １ １０ １１ 

その他事件 ３５８ １８９ ５４７ 

合計 ７０２ ２８３ ９８５ 

（注１）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

（注２）答申に至るまでに争点が変わることにより，分類が変わることがあるので，上記の数は変動す

ることがある。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数     情報公開（７０２件）       個人情報保護（２８３件） 

不存在
188

26.8%

存否応答

拒否
58

8.3%

文書の

特定
91

13.0%逆FOIA
4

0.6%

行政文書

等非該当
2

0.3%

適用除外
1

0.1％

その他
358

51.0%

不存在
45

15.9%

存否応答

拒否
8

2.8%

保有個人

情報の

特定
27

9.5%

保有個人情報

非該当
4

1.4%

適用除外
10

3.5%

その他
189

66.8%

 

 

合計（９８５件） 

不存在
233

23.7%

存否応答

拒否
66

6.7%

文書等の

特定
118

12.0%

逆FOIA
4

0.4%

行政文書等非

該当
6

0.6%

適用除外
11

1.1%

その他
547

55.5%
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（答申）                             （単位：件） 

 答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である 

 全部を 

妥当で

ない 

一部妥

当でな

い 

不存在事件 １７８ ６０ ２３８ １９ １４ ５ ２１９ 

存否応答拒否事件 ５４ ６ ６０ ８ ８ ０ ５２ 

文書等の特定を争う事件 ７５ ２２ ９７ ８ ８ ０ ８９ 

逆ＦＯＩＡ事件 ４ ０ ４ １ ０ １ ３ 

行政文書等非該当事件 １ ３ ４ ０ ０ ０ ４ 

適用除外事件 ０ ９ ９ １ １ ０ ８ 

その他事件 ３３５ ２２２ ５５７ ２０１ ２０ １８１ ３５６ 

合 計 ６４７ ３２２ ９６９ ２３８ ５１ １８７ ７３１ 

 

答申件数 

情報公開（６４７件） 

不存在
178

27.5%

存否応答

拒否
54

8.3%

文書の

特定
75

11.6%
逆FOIA

4
0.6%

行政文書

等非該当
1

0.2%

その他
335

51.8%

 
個人情報保護（３２２件） 

不存在
60

18.6%

存否応答

拒否
6

1.9%

保有個人

情報の

特定
22

6.8%

行政文書

等非該当
3

0.9％適用除外
9

2.8%

その他
222

68.9%

 
合計（９６９件） 

    

不存在

238
24.6%

存否応答

拒否

60
6.2％

文書等の

特定

97
10.0%
逆FOIA

4
0.4%

行政文書

等非該当

4
0.4%

適用除外

9
0.9%

その他

557
57.5%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」

（２３８件） 

   

不存在
19

8.0%

存否応答

拒否
8

3.4%

文書等の

特定
8

3.4%
逆FOIA

1
0.4%

適用除外
1

0.4%

その他
201

84.5%

 

「全部を妥当でない」（５１件） 

 

不存在
14

27.5%

存否応答

拒否
8

15.7%文書等の

特定
8

15.7%

適用除外
1

2.0%

その他
20

39.2%

 

「妥当である」（７３１件） 

不存在
219

30.0%

存否応答

拒否
52

7.1%

文書等の

特定
89

12.2%行政文書等非

該当
4

0.5%

逆FOIA
3

0.4%

適用除外
8

1.1%

その他
356

48.7%
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２９年度で２３３件（情報公開１８８件，個人情報保

護４５件）の諮問を受け，平成２８年度以前の諮問も含め，２３８件（情報公開１７

８件，個人情報保護６０件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１４件あり，全て情報公開関連（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第１６号，第７９号，第８０号，第９５号，第１０２号，第１０８

号，第２２２号，第２５３号，第２８３号，第３２４号，第３８８号，第５３８号，第５５６号

及び第５５７号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２９年度に６６件（情報公開５８件，個人情報

保護８件）の諮問を受け，平成２８年度以前の諮問も含め，６０件（情報公開５４件，

個人情報保護６件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，８件

あり，情報公開関連が７件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注１）平成２９年度（行情）答申第１３５号，第２３７号，第３６６号，第４３７号及び第４７５

号並びに平成２９年度（独情）答申第４３号及び第７３号 

（注２）平成２９年度（独個）答申第４３号 

 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，平成２９年度に１１８件（情報

公開９１件，個人情報保護２７件）の諮問を受け，平成２８年度以前の諮問を含め，

９７件（情報公開７５件，個人情報保護２２件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

８件あり，全て情報公開関連（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第８号，第１２１号，第４６１号，第４６６号，第４６７号，第４

６８号，第５１９号及び第５２１号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２９年度に４件（情報公開４件）の諮問を受け，

平成２８年度以前の諮問を含め，４件（情報公開４件）について答申を出している。 

  

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成２９年度に６件（情報公開２件，個人情報

保護４件）の諮問を受け，平成２８年度以前の諮問を含め，４件（情報公開１件，個

人情報保護３件）について答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成２９年度に１１件（情報公開１件，個人情報保護１

０件）の諮問を受け，平成２８年度以前の諮問を含め，９件（個人情報保護９件）に

ついて答申を出している。 

この適用除外を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１

件あり，個人情報保護関連が１件（注）である。 

（注）平成２９年度（行個）答申第９９号 
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８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，９件あり，情報公開関連が６件（注１），個人情報保護関連が３件（注２）

である。 

（注１）平成２９年度（行情）答申第３９６号並びに平成２９年度（独情）答申第１５号，第２４号，

第４３号，第４７号及び第４８号 

（注２）平成２９年度（行個）答申第９８号並びに平成２９年度（独個）答申第４３号及び第６６号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，２件あり，情報公開関連が２件（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第２１８号及び第２２０号 

 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体） 

 

９－１ 総会 

平成２９年度は，設置法６条２項に基づく総会は開催しなかった。 

 

９－２ 運営会議 

平成２９年度には，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づき，運営

会議を開催した（平成２９年１０月６日）。 

 

１０ 各部会の調査審議回数 

各部会は，原則として毎週，定例日を定めて調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３０回 

第２部会 ３１回 

第３部会 ３３回 

第４部会 ３１回 

第５部会 ３２回 
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（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情（注１） 独情（注２） 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７

９，３９５，４２６，４２７，

４２８，４２９，４３０，４６

９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９

０，５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３

０，２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

平成２９年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 

-8-



Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

平成２９年度の諮問件数は７０２件，答申件数は６４７件である。 

なお，平成１３年度から平成２９年度までの総諮問件数は１２，２４９件，総答申

件数は１１，４０６件であり，平成２９年度末時点での審議中の件数は３７５件であ

る。 

 

 ○情報公開関連 

［平成２９年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ６１０ ５６６ １５ 

独立行政法人等 ９２ ８１ ３ 

合  計 ７０２ ６４７ １８ 

 

［平成１３年度～平成２９年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（平成２９年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １１，０１３ １０，２９９ ３７４ ３４０ 

独立行政法人等 １，２３６ １，１０７ ９４ ３５ 

合  計 １２，２４９ １１，４０６ ４６８ ３７５ 

 

 

２ 答申結果の分類 

平成２９年度に出された答申件数（６４７件）のうち，諮問庁の判断は妥当でない

としたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，１４４件（２２．３％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

３３件 

（５．８％） 

８件 

（９．９％） 

４１件 

（６．３％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

８２件 

（１４．５％） 

２１件 

（２５．９％） 

１０３件 

（１５．９％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたも

の）  

１４４件 

（２２．３％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

４５１件 

（７９．７％） 

５２件 

（６４．２％） 

５０３件 

（７７．７％） 

合 計 
５６６件 

（１００％） 

８１件 

（１００％） 

６４７件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

      行政機関        独立行政法人 

  

33
5.8% 82

14.5
%

451
79.7

%

566

 

8
9.9%

21
25.9

%52
64.2

%

81

   
 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成２９年度の答申（６４７件）について，平均処理期間は２２９．３日，平均審

議回数は２．６回であり，最短の事件では３７日で処理が終了しており（平成２９年度

（行情）答申第５５１号），最長の事件では１，０７１日かかっている（平成２９年度（行

情）答申第３９５号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．１回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は６か月以内で答申を出し

ており，全体の約３分の２は９か月以内に答申を出している。 

0

27

103
87

71 65

42 35 37 34
21 15 20

39

16
35

0

20

40

60

80

100

120

 
 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２９年度の答申（６４７件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものはない。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 

 

 

 

 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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５ インカメラ 

平成２９年度の答申（６４７件）についてみると，対象文書を見分したとの記載が

あるのは３１９件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２９年度の答申（６４７件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資

料（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 １８８ １７８ １７ １４ ３ １６１ 

存否応答拒否事件 ５８ ５４ ７ ７ ０ ４７ 

文書の特定を争う事件 ９１ ７５ ８ ８ ０ ６７ 

逆ＦＯＩＡ事件 ４ ４ １ ０ １ ３ 

行政文書等非該当事件 ２ １ ０ ０ ０ １ 

適用除外事件 １ ０ ０ ０ ０ ０ 

その他事件 ３５８ ３３５ １１１ １２ ９９ ２２４ 

合 計 ７０２ ６４７ １４４ ４１ １０３ ５０３ 

 

諮問件数（７０２件）       答申件数（６４７件） 

不存在
188

26.8%

存否応答

拒否
58

8.3%

文書の

特定
91

13.0%逆FOIA
4

0.6%

行政文書

等非該当
2

0.3%

適用除外
1

0.1％

その他
358

51.0%

   

不存在
178

27.5%

存否応答

拒否
54

8.3%

文書の

特定
75

11.6%
逆FOIA

4
0.6%

行政文書

等非該当
1

0.2%

その他
335

51.8%
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答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（１４４件） 「全部を妥当でない」（４１件）   

  

不存在
17

11.8%
存否応答

拒否
7

4.9% 文書の

特定
8

5.6%

逆FOIA
1

0.7%

その他
111

77.1%

   

不存在
14

34.1%

存否応答

拒否
7

17.1%

文書の特定
8

19.5%

その他
12

29.3%

              

     
「妥当である」（５０３件） 

不存在
161

32.0%

存否応答

拒否
47

9.3%

文書の

特定
67

13.3%

逆FOIA
3

0.6%

行政文書等

非該当
1

0.2%

その他
224

44.5%

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２９年度に１８８件の諮問を受け，平成２８年度以前

の諮問も含め，１７８件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１４件（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第１６号，第７９号，第８０号，第９５号，第１０２号，第１０８

号，第２２２号，第２５３号，第２８３号，第３２４号，第３８８号，第５３８号，第５５６号

及び第５５７号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２９年度に５８件の諮問を受け，平成２８年度

以前の諮問も含め，５４件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，７件

（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第１３５号，第２３７号，第３６６号，第４３７号及び第４７５号

並びに平成２９年度（独情）答申第４３号及び第７３号 
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７－３ 文書の特定を争う事件 

文書の特定を争う事件については，平成２９年度に９１件の諮問を受け，平成２８

年度以前の諮問を含め，７５件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

８件（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第８号，第１２１号，第４６１号，第４６６号，第４６７号，第４

６８号，第５１９号及び第５２１号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２９年度に４件の諮問を受け，平成２８年度以前

の諮問を含め，４件について答申を出している。 

 

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成２９年度に２件の諮問を受け，平成２９年

度の諮問について１件の答申を出している。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，６件（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第３９６号並びに平成２９年度（独情）答申第１５号，第２４号，

第４３号，第４７号及び第４８号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，２件（注）である。 

（注）平成２９年度（行情）答申第２１８号及び第２２０号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

平成２９年度の諮問件数は２８３件，答申件数は３２２件である。 

なお，平成１７年度から平成２９年度までの総諮問件数は２，８１６件，総答申件数

は２，５９９件であり，平成２９年度末時点で審議中の件数は１３６件である。 

 

○個人情報保護関連 

[平成２９年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ２０３ ２３２ ６ 

独立行政法人等 ８０ ９０ １ 

合  計 ２８３ ３２２ ７ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 １６３ １９８ ６ ７４ ８０ １ 

訂正請求関連 ２３ ２１ ０ ２ ８ ０ 

利用停止請求関連  １７ １３ ０ ４ ２ ０ 

合 計 ２０３ ２３２ ６ ８０ ９０ １ 

 

 

［平成１７年度～平成２９年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(平成２９年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 ２，１６１ １，９７９ ６４ １１８ 

 開示請求 １，９８１ １，８３３ ５９ ８９ 

 訂正請求 １４０ １１７ ４ １９ 

 利用停止請求 ４０ ２９ １ １０ 

独立行政法人等 ６５５ ６２０ １７ １８ 

 開示請求 ５５８ ５２８ １５ １５ 

 訂正請求 ７４ ７２ ２ ０ 

 利用停止請求 ２３ ２０ ０ ３ 

合  計 ２，８１６ ２，５９９ ８１ １３６ 

 開示請求 ２，５４０ ２，３６２ ７４ １０４ 

 訂正請求 ２１３ １８８ ６ １９ 

 利用停止請求 ６３ ４９ １ １３ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
平成２９年度に出された答申件数（３２２件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，９４件（２９．２％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

６件 

（２．６％） 

４件 

（４．４％） 

１０件 

（３．１％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

７３件 

（３１．５％） 

１１件 

（１２．２％） 

８４件 

（２６．１％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
９４件 

（２９．２％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１５３件 

（６５．９％） 

７５件 

（８３．３％） 

２２８件 

（７０．８％） 

合 計 
２３２件 

（１００％） 

９０件 

（１００％） 

３２２件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

行政機関         独立行政法人 

  

6
2.6%

73
31.5

%
153
65.9

%

232

     

4
4.4% 11

12.2
%

75
83.3

%

90

   

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成２９年度の答申（３２２件）について，平均処理期間は２４６．７日，平均審議

回数は２．５回であり，最短の事件では３９日で処理が終了しており（平成２９年度（行

個）答申第６２号及び第６３号），最長の事件では１，１０２日かかっている（平成２９年度

（独個）答申第５３号及び第５４号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，１．９回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は６か月以内で答申を出して

おり，全体の約３分の２は９か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２９年度の答申（３２２件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあ

るものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 

平成２９年度の答申（３２２件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの

記載があるのは１７０件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２９年度の答申（３２２件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ４５ ６０ ２ ０ ２ ５８ 

存否応答拒否事件 ８ ６ １ １ ０ ５ 

保有個人情報の特定を争う事件 ２７ ２２ ０ ０ ０ ２２ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 ４ ３ ０ ０ ０ ３ 

適用除外事件 １０ ９ １ １ ０ ８ 

その他事件 １８９ ２２２ ９０ ８ ８２ １３２ 

合 計 ２８３ ３２２ ９４ １０ ８４ ２２８ 

                                 

諮問件数（２８３件）          答申件数（３２２件） 

 

不存在
45

15.9%

存否応答

拒否
8

2.8%

保有個人

情報の

特定
27

9.5%

保有個人情報

非該当
4

1.4%

適用除外
10

3.5%

その他
189

66.8%

 

不存在
60

18.6%

存否応答

拒否
6

1.9%

保有個人

情報の

特定
22

6.8%

行政文書

等非該当
3

0.9％適用除外
9

2.8%

その他
222

68.9%
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答申結果別の内訳  

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（９４件）  「全部を妥当でない」（１０件）       

 

不存在
2

2.1%

存否応答

拒否
1

1.1% 適用除外
1

1.1%

その他
90

95.7%

 

存否応答

拒否
1

10.0%

適用除外
1

10.0%

その他
8

80.0%

 

「妥当である」（２２８件） 

不存在
58

25.4%

存否応答

拒否
5

2.2%

保有個人情報

の特定
22

9.6%

保有個人情報

非該当
3

1.3%

適用除外
8

3.5%

その他
132

57.9%

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２９年度では４５件の諮問を受け，平成２８年度以前の

諮問も含め，６０件について答申を出している。 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２９年度に８件の諮問を受け，平成２８年度以前

の諮問も含め，６件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１件

（注）である。 

（注）平成２９年度（独個）答申第４３号 

 

 

７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，平成２９年度に２７件の諮問を受け，平

成２８年度以前の諮問を含め，２２件について答申を出している。 
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７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２９年度に諮問を受けておらず，答申も出してい

ない。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，平成２９年度に４件の諮問を受け，平成２８年

度以前の諮問を含め，３件について答申を出している。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成２９年度に１０件の諮問を受け，平成２８年度以前の

諮問を含め，９件について答申を出している。 

この適用除外を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１件

（注）である。 

（注）平成２９年度（行個）答申第９９号 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成２９年度の答申を整理すると，１２１件の答申において付言がみられ，開示決定等

の理由の提示など１４の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，開示決定等の理由の提示に関する付言（２６件），諮問の遅

れ・早期諮問に関する付言（２６件）が最も多く，続いて，開示決定等通知書の不適切な

記載に関する付言（１５件），開示決定等における対象文書の表記に関する付言（１２件），

情報提供に関する付言（７件），補正に関する対応に関する付言（４件）などという順に

なっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１）開示決定等の理由の提示について付言したもの（２６件） 

・ 原処分の不開示理由について「当該行政文書を保有していないため」と記載されてい

るところ，一般に文書の不存在を理由とする不開示決定に際しては，単に対象文書を保

有していないという事実だけでは足りず，対象文書を作成又は保有していないのか，あ

るいは作成又は取得した後に廃棄又は亡失したのか等，当該文書が存在しないことの要

因についても理由として付記することが求められる。 

  したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条の趣旨に照らし，適切さを

欠くものであるといわざるを得ず，処分庁においては，今後の対応においては，上記の

点につき留意すべきである。 

（平成２９年度（行情）答申第５６号） 

・ 処分庁は，原処分において，本件対象文書を特定し，法５条１号を理由にその一部を

不開示としているが，原処分に係る行政文書開示決定通知書上は，不開示とした部分に

つき，「個人の権利利益を害するおそれがある部分」と記載した部分があり，いかなる

部分を不開示としたのかが不明確である。 

  原処分については，開示請求者が開示実施文書を入手しない限り，いずれの文書のい

かなる部分が不開示とされているのかを了知し得ないほか，不開示部分を明示しないこ

ととする結果，決定の後に具体的な不開示部分を変更して開示実施文書を作成するよう

な恣意を許す余地もあるのであるから，上記のような記載の方法は，理由提示を必要と

する行政手続法８条の趣旨に照らし，適切でないと考えられる。 

  処分庁においては，今後の開示請求への対応に当たっては，不開示部分についてより

明確に記述するなど，適切な対応が望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第１１３号） 

など 
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２）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（２６件） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，約１０年８か月が経過してから行われていることにつき，

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁からは，本件諮問に際し

て事実関係を確認するのに時間を要したとの説明があった。しかしながら，本件異議申

立ての趣旨及び理由に照らしても，諮問を行うまでにこれほどまでの長期間を要するも

のとは到底考え難く，本件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。 
このような対応は，「簡易迅速な手段」による処理とはいえず，行政不服審査制度の

存在意義を否定しかねない極めて不適切なものである。諮問庁においては，今後，開示

決定等に対する不服申立事件における処理に当たって，迅速かつ的確な対応が強く望ま

れる。 

（平成２９年度（行情）答申第５２７号） 

など 

 

３）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（１５件） 

・ 当審査会において，平成２８年９月２９日付け閣安保第５６９号の行政文書開示等決

定通知書を確認したところ，「３ 不開示とした部分とその理由」の（４）には，「以上

のことから，法第５条第１号及び第４条に定める」との記載があるが，「第４条」は，

「第４号」の誤りである。 

  原処分における不開示理由の提示は，開示請求者に対し，どの不開示情報に該当する

こととなるのかについて誤解を招くことから，行政手続法８条の趣旨に照らし，不適切

なものであったと認められる。 

（平成２９年度（行情）答申第１６５号） 

・ 諮問庁は，特定森林管理局は文書３を保有しているものの，これについては，原処分

に先立ち，開示請求者（審査請求人）から開示しないことについて了解を得たため不開

示とした旨説明しているが，本件不開示決定通知書には，文書３を不開示とする理由と

して，上記事情についての言及はないばかりか，「開示請求された行政文書については，

保有していないので不開示とします。」として，事実と異なる記載がされているところで

ある。 

  さらに，文書１，文書２及び文書４の不開示理由についても，文書３と同じ記載がさ

れているところ，そもそも，一般に，文書の不存在を理由とする不開示決定に際しては，

単に対象文書を保有していないという事実を示すだけでは足りず，対象文書を作成又は

取得していないのか，あるいは作成又は取得した後に，廃棄又は亡失したのかなど，な

ぜ当該文書が存在しないかについても理由として付記することが求められるのであるか

ら，文書１，文書２及び文書４を不開示とする理由も，理由提示を必要とする行政手続

法８条の趣旨に照らし，適切さを欠くものであるといえる。 

  このように，本件不開示決定通知書の記載には不適切な点が認められるところであり，

処分庁においては，今後の対応において，上記の点について十分に留意すべきである。 

（平成２９年度（行情）答申第３５６号） 
など 
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４）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（１２件） 

・ 本件開示決定通知書上，本件対象文書の一部の名称につき「－」と表記されているが，

表題が付されていない，又は表題を不開示とすべき事情があったとしても，文書の内容

を要約・抽象化して記載するなどの方法によって，どのような文書が対象とされたのか

を示し得る場合もあるのであるから，処分庁においては，今後，この点に留意し，可能

な範囲で適切に対応することが望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第６８号） 

・ 処分庁は，本件開示請求を受けて特定した保有個人情報が記録された文書名として，

別紙の２のとおり開示決定通知書に記載した上で，別紙の３に掲げる２文書に記録され

た保有個人情報の開示を行ったものであるが，本来，開示決定通知書には，特段の支障

がない限り，保有個人情報が記録されている文書の名称を具体的に記載すること等によ

り，特定した保有個人情報をより具体的に明示すべきであったのであるから，処分庁に

おいては，今後，この点に留意して適切に対応することが望まれる。 

  （平成２９年度（行個）答申第２３０号） 

など 

５）情報提供について付言したもの（７件） 

・ 本件開示請求は，法３条の規定に基づくものであり，行個法１２条１項の規定に基づ

くものではないが，本件開示請求書の記載からすると，審査請求人に係る情報の開示を

求めるものである。これについて，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたとこ

ろ，審査請求人は，行個法に基づく開示請求を行っていないとのことである。 

処分庁は，行個法に基づく開示請求をするよう教示すべきであったといえる。今後，

開示請求に係る事務手続において，適切な教示をするなど，的確な対応が望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第３５９号） 

・ 本件は，審査請求人が，当初開示決定を受けた保有個人情報の一部につき，訂正請求

をしようとしたところ，開示を受けた日から９０日以内という訂正請求の期限を徒過し

ていたため，再度，開示請求をし，本件の訂正請求を行ったものである。 

今後，処分庁においては，法４７条の趣旨に照らして，開示請求者に対して，適切な

情報提供に努められたい。 

（平成２９年度（行個）答申第１５７号） 

など 

 

６）補正に関する対応について付言したもの（４件） 

・ 諮問庁の説明によれば，本件請求文言は「本件閣議決定について，担当部局が作成し

た（略）行政文書の全て」となっているが，本件閣議決定に至る過程で作成された文書

のみならず，同過程で取得された文書も本件請求文書に含まれる趣旨であることを審査

請求人に確認して，原処分を行ったとのことである。しかし，同過程で取得された文書

も本件開示請求に含むことが開示請求者の意思であることを確認したのであれば，請求

文言についてもそのように補正すべきであった。 
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処分庁においては，今後の対応において，上記の点に留意して適切に対応することが

望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第１６４号） 

など 

 

７）文書等の特定について付言したもの（３件） 

・ 上記第３の２のとおり，処分庁は，本件開示請求の趣旨について，本件開示請求書の

「１請求する行政文書の名称等」欄に「平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日

に開催された薬価算定組織（保険局）の議事録，議事次第，出席者名簿，資料（算定案，

検討結果に係るもの）のうち，価格決定に係るもの全て」と記載されていることを踏ま

え，議事要旨を特定して対応したものであるが，本件のように原処分を行う前に審査請

求人と連絡を取ったのであれば，開示請求の趣旨を的確に把握した上で，適切な対応を

することが望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第４３０号） 

など 

 

８）開示・不開示の判断について付言したもの（２件） 

・ 本件は，原処分において，本件懲戒処分の性質に鑑みれば本来開示すべきではないと

考えられる部分までもが開示されており，諮問庁においては，今後，開示請求がなされ

た場合，その開示・不開示の判断に当たっては，情報公開制度の趣旨に鑑み，適切に判

断することが望まれる。 
（平成２９年度（独情）答申第４１号） 

など 

 

９）審査会への対応について付言したもの（２件） 

・ 当審査会における審議に当たり，諮問庁からは，相当期間にわたり十分な背景説明や

情報提供が行われなかったため，審理に時間を費やさざるを得なかった。諮問庁におい

ては，今後，諮問を行う場合には，当審査会として迅速かつ適切な調査審議及び判断が

できるよう，詳細な情報提供等を当初から速やかに行うことが望まれる。 

（平成２９年度（独個）答申第５３号） 

など 

 

１０）文書管理について付言したもの（２件） 

・ 当審査会において本件対象文書を見分したところ，その一部については，作成年月日

が本件開示請求日よりも後であると認められる。この点について当審査会事務局職員を

して諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，これらの文書は，本件対象文書の一部が

本件開示請求日以降に更新されたものであり，更新前の文書については，保存期間が満

了したことから廃棄したとの説明があった。 

公文書等の管理に関する法律施行令９条において，現に係属している不服申立てにお
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ける手続上の行為をするために必要とされる行政文書ファイル等については，保存期間

を延長する場合は，当該不服申立てに対する裁決又は決定の日の翌日から起算して一年

間保存しなければならないとされているところ，その趣旨に照らせば，本件対象文書が

審査請求の対象となり，当審査会への諮問中であるにもかかわらず，その一部を保存期

間が満了したことを理由に廃棄したことは，著しく不適切であり，今後，処分庁におい

ては，公文書等の管理に関する法令の趣旨を踏まえ，文書管理のより一層の適正化を図

ることが望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第３３３号） 

など 

 

１１）開示の実施手続について付言したもの（１件） 

・ 本件においては，上記１（２）のとおり，開示の実施に誤りがあったものであり，今

後，諮問庁においては，手続をより一層，適正，的確かつ慎重に行うよう留意されたい。 

（平成２９年度（行情）答申第７０号） 

 

１２）開示決定の迅速・的確化について付言したもの（１件） 

・ 当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，開示請求から原処分までの経緯を確認させ

たところ，開示請求書の受付日は平成２８年１２月７日であったのに，誤って同月９日

と認識して処理を進めたため，結果として法が定める期限を４日徒過したものであると

のことであった。これは，慎重さに欠ける不適切な対応があったといわざるを得ず，今

後，開示決定等に当たっては，同様の事態を生じさせないよう，正確かつ慎重な対応が

望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第２５５号） 

 

１３）開示決定等に係る調査不足について付言したもの（１件） 

・ 本件については，原処分時において，適切に本件開示請求の対象となる行政文書の探

索及び確認を行っていれば，文書１から文書１１まで，文書１８及び文書１９の電磁的

記録の存在を確認できたはずであるから，それらをいずれも保有していないとした処分

庁の決定は，不適切といわざるを得ない。 

処分庁においては，今後，開示決定等の対象となる行政文書の特定に当たって，十分

に探索及び確認を行うことが望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第３３０号） 

 

１４）その他（３０件） 

・ 本件対象文書は，平成２８年（１月から１２月まで）の出勤簿であるところ，原処分

においては，①同年１月１日から同年３月３１日までの期間及び②同年１１月２９日か

ら同年１２月３１日までの期間について，全て白塗りとされていることから，この点に

つき，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，処分庁においては，上記

①及び②の期間は本件開示請求の対象外であると判断し，白塗りとしたものであるとの
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ことであった。この点については，本件審査請求において具体的に争われてはいないが，

情報公開制度における開示決定等は文書単位で行うものであり，その一部でも白塗りに

した場合，開示請求者には，当該部分に情報が存するのかも不明となり，不服の判断等

に支障を与える可能性も想定できることから，このような白塗りは避けるべきであり，

今後，処分庁及び諮問庁においては，適切に対応することが強く望まれる。 

（平成２９年度（行情）答申第１２７号） 

・ 当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，審査請求人は，特定労働基準

監督署長による労災保険給付の不支給決定を不服として，千葉労働者災害補償保険審査

官に対し，労働者災害補償保険法に基づく審査請求を提起しており，原処分後に，上記

労災保険給付に係る審査請求事件について，千葉労働者災害補償保険審査官による決定

がなされ，審査請求人に対しては既に当該決定書の送付がなされているとのことであっ

た。本件開示請求に係る原処分時においては，当該決定書の内容を審査請求人が知り得

る状況ではないが，当該決定書の送付により，当該決定書記載の情報については不開示

とする事情は失われていると認められることから，諮問庁の現時点における対応として

は，当該決定書により審査請求人が知り得る情報については，開示することが望ましい。 

（平成２９年度（行個）答申第４１号） 

など 
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【参考】平成２９年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）開示決定等の理由の提示

について付言したもの（２６

件） 

平成２９年度（行情）答申第５６号 

平成２９年度（行情）答申第１０７号 

平成２９年度（行情）答申第１０８号 

平成２９年度（行情）答申第１１３号 

平成２９年度（行情）答申第１６１号 

平成２９年度（行情）答申第１６６号 

平成２９年度（行情）答申第１７４号 

平成２９年度（行情）答申第２０１号 

平成２９年度（行情）答申第２５１号 

平成２９年度（行情）答申第２５２号 

平成２９年度（行情）答申第２７４号 

平成２９年度（行情）答申第２７７号 

平成２９年度（行情）答申第３５６号 

平成２９年度（行情）答申第３８９号 

平成２９年度（行情）答申第３９４号 

平成２９年度（行情）答申第４５７号 

平成２９年度（行情）答申第４５８号 

平成２９年度（行情）答申第４６９号 

平成２９年度（行情）答申第５１８号 

平成２９年度（行情）答申第５５５号 

平成２９年度（独情）答申第６号 

平成２９年度（行個）答申第３５号 

平成２９年度（行個）答申第８７号 

平成２９年度（独個）答申第２１号 

平成２９年度（独個）答申第５３号 

平成２９年度（独個）答申第５４号 

２）諮問の遅れ・早期諮問に

ついて付言したもの（２６

件） 

平成２９年度（行情）答申第１４号 

平成２９年度（行情）答申第１５号 

平成２９年度（行情）答申第６５号 

平成２９年度（行情）答申第９８号 

平成２９年度（行情）答申第９９号 

平成２９年度（行情）答申第１０１号 

平成２９年度（行情）答申第２０３号 

平成２９年度（行情）答申第２０７号 

平成２９年度（行情）答申第２２２号 

平成２９年度（行情）答申第３７７号 

平成２９年度（行情）答申第４０４号 
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 平成２９年度（行情）答申第４０５号 

平成２９年度（行情）答申第４２０号 

平成２９年度（行情）答申第４４８号 

平成２９年度（行情）答申第５２７号 

平成２９年度（行情）答申第５３１号 

平成２９年度（独情）答申第５２号 

平成２９年度（独情）答申第６０号 

平成２９年度（行個）答申第８３号 

平成２９年度（独個）答申第６７号 

平成２９年度（独個）答申第７１号 

平成２９年度（独個）答申第８０号 

平成２９年度（独個）答申第８１号 

平成２９年度（独個）答申第８２号 

平成２９年度（独個）答申第８６号 

平成２９年度（独個）答申第８９号 

３）開示決定等通知書の不適

切な記載について付言したも

の（１５件） 

平成２９年度（行情）答申第２２号 

平成２９年度（行情）答申第５９号 

平成２９年度（行情）答申第６０号 

平成２９年度（行情）答申第９８号 

平成２９年度（行情）答申第９９号 

平成２９年度（行情）答申第１５４号 

平成２９年度（行情）答申第１６５号 

平成２９年度（行情）答申第３３６号 

平成２９年度（行情）答申第３５６号 

平成２９年度（行情）答申第４８１号 

平成２９年度（行個）答申第１３号 

平成２９年度（行個）答申第１６６号 

平成２９年度（行個）答申第１８８号 

平成２９年度（独個）答申第５３号 

平成２９年度（独個）答申第５４号 

４）開示決定等における対象

文書の表記について付言した

もの（１２件） 

平成２９年度（行情）答申第６８号 

平成２９年度（行情）答申第１１４号 

平成２９年度（行情）答申第１７４号 

平成２９年度（行情）答申第１７５号 

平成２９年度（行情）答申第２７６号 

平成２９年度（行情）答申第３９６号 

平成２９年度（行情）答申第４１４号 

平成２９年度（行情）答申第４１５号 

平成２９年度（行情）答申第４１６号 

-27-



 平成２９年度（行情）答申第４８４号 

平成２９年度（行情）答申第５１７号 

平成２９年度（行個）答申第２３０号 

５）情報提供について付言し

たもの（７件） 

平成２９年度（行情）答申第９０号 

平成２９年度（行情）答申第９１号 

平成２９年度（行情）答申第３５９号 

平成２９年度（行情）答申第３８１号 

平成２９年度（独情）答申第１７号 

平成２９年度（独情）答申第２８号 

平成２９年度（行個）答申第１５７号 

６）補正に関する対応につい

て付言したもの（４件） 

平成２９年度（行情）答申第７１号 

平成２９年度（行情）答申第１０２号 

平成２９年度（行情）答申第１６４号 

平成２９年度（行情）答申第５０５号 

８）文書等の特定について付

言したもの（３件） 

平成２９年度（行情）答申第１０２号 

平成２９年度（行情）答申第３３０号 

平成２９年度（行情）答申第４３０号 

７）開示・不開示の判断につ

いて付言したもの（２件） 

平成２９年度（独情）答申第４１号 

平成２９年度（行個）答申第２１７号 

９）審査会への対応について

付言したもの（２件） 

平成２９年度（独個）答申第５３号 

平成２９年度（独個）答申第５４号 

１０）文書管理について付言

したもの（２件） 

平成２９年度（行情）答申第３３３号 

平成２９年度（独個）答申第２１号 

１１）開示の実施手続につい

て付言したもの（１件） 

平成２９年度（行情）答申第７０号 

１２）開示決定の迅速・的確

化について付言したもの（１

件） 

平成２９年度（行情）答申第２５５号 

１３）開示決定等に係る調査

不足について付言したもの

（１件） 

平成２９年度（行情）答申第３３０号 

１４）その他（３０件） 平成２９年度（行情）答申第１１５号 

平成２９年度（行情）答申第１２７号 

平成２９年度（行情）答申第２４２号 

平成２９年度（行情）答申第３７６号 

平成２９年度（行情）答申第３８６号 

平成２９年度（行個）答申第４１号 
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 平成２９年度（行個）答申第６７号 

平成２９年度（行個）答申第８５号 

平成２９年度（行個）答申第８６号 

平成２９年度（行個）答申第９４号 

平成２９年度（行個）答申第１０４号 

平成２９年度（行個）答申第１２０号 

平成２９年度（行個）答申第１２６号 

平成２９年度（行個）答申第１２７号 

平成２９年度（行個）答申第１４２号 

平成２９年度（行個）答申第１４３号 

平成２９年度（行個）答申第１４４号 

平成２９年度（行個）答申第１４７号 

平成２９年度（行個）答申第１４８号 

平成２９年度（行個）答申第１５３号 

平成２９年度（行個）答申第１５４号 

平成２９年度（行個）答申第１７８号 

平成２９年度（行個）答申第１８３号 

平成２９年度（行個）答申第２１１号 

平成２９年度（行個）答申第２１２号 

平成２９年度（行個）答申第２１３号 

平成２９年度（行個）答申第２１５号 

平成２９年度（行個）答申第２１８号 

平成２９年度（行個）答申第２２１号 

平成２９年度（行個）答申第２２３号 

（注） 平成２９年度（行情）答申第９８号，第９９号，第１０２号，第１７４号，第３３０号及び第３

５６号並びに平成２９年度（独個）答申第２１号，５３号，５４号においては，複数の項目にわた

って付言している。 
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